


施策の充実を 求める指摘                     

「児童虐待の 防止等に関する 専門委員会」報告 由 ( 平成 15 年 6 月 )             

0  虐待を受けた 子どもは複雑なトラウマを 抱えており，精神医学的な 介入が必要な 子どもが 多 
い 。 このため、 こうした子どもに 的確に対応できる 医療環境の整備が 必要であ る。 

0  虐待を受けた 経験のあ る，あ るいは精神疾患を 抱えている保護者に 対しては、 地域の医療 
機関による一層の 専門的な支援が 必要であ る。 

0  また、 その他の医療関係者に 対する教育・ 研 傍の充実を図るとともに ，小児科医と 精神科医 
の 連携強化を図ることが 重要であ る。 
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全国児童相談所長会「児童相談所の 体制の充実等に 関する要請」 ( 平成 1 6 年 8 月 )  ; 

0  児童精神科医、 心理職員の配置基準を ，児童福祉司と 同じく児童福祉法施行令において 明 
確に定めること。 

0  配置基準が定められるまで、 暫定措置として、 すべての児童相談所に、 最低 1 名の児童精神 
科 医を配置すること。 なお、 中央児童相談所には、 規模に応じ、 2 名から 5 名の児童精神科医 
を 配置すること。 

      厚労 妻児童福祉法の 一部を改正する 法律に対する 附帯決議 ( 平成 1 6 年 1 1 月 )         

0  児童虐待の予防、 虐待された児童に 対するケア、 ま 盲者への力ウンセリング 等に資する医学 
的 ・社会学的研究についてもその 充実を図るため、 予算面・人員 面 で十分な配慮を 行 う こと。 



標 政 笑 目   

健やか親子 21 

0  常勤の児童精神科医がい ろ 児童相談所の 割合を「 00% とする。 (2010 年 ) 

( 参考 ) 

児童精神科医がい ろ 児童相談所 32  か所 ( 「 7, 6%) 

( う ち，常勤の児童精神科 E がいる児童相談所 13  か所 (  7. 1%) 
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子ども・子育て 応援フラン 

0  虐待対応のための 協力医療機関の 充実 ( 全都道府県・ 指定都市で実施 ( 平成 21 年度 )) 

児童虐待に対する 医療的ケアの 重要性にかんがみ、 地域の医療機関との 協力、 連携 体 
制の充実を図る。 

0  虐待対策に関する 最新の知見の 集積及び調査・ 研究 

妊娠 時 よりの発生予防対策から、 親へのカウンセリンバなどの 支援に至るまでの 知見の 
集積、 実践可能なプロバラム 及び専門職の 資質の向上のための 人材育成プロバラム 等の開 
発を集中的に 実施する。 
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医療的機能強化事業   
  

    

0  児童相談所では 対応しきれば ぃ 医学的判断・ 治療が必要となるケースについて 迅速か 
っ 適切に対応するため、 地域の医療機関を 協力病院に指定し ，専門的技術的助言又は 医 

学的知見の観点から 心身の治療の 必要性を判断することにより、 児童相談所の 医療的 機 

能を強化する。 ( 平成 1 6 年度新設 補助率「Ⅰ 2) 

先駆的取組の 周知           

0  保護者指導や 家族 再 統合に関するプロバラムについて、 現時点において 行われている 様々 
な 取組をまとめ、 各自治体に周知印子ども・ 家族への支援・ 治療をするためにⅡ児童虐待防止 

対策支援・治療研究会編 い 

厚生労働科学研究等の 推進                         

O
 
平成 17 年度において、 厚生労働科学研究の 中で総合研究として 実施する。 







「 子 とも・子育て 応援フラン」 ( 児童虐待防止対策関係   

( 具体的施策 ) ( 平成 1 6 年度 ) ( 平成 2 1 年度 ) 

口 虐待防止ネットワークの 設置 1, 243 市町村 づ @rm@r 
関係機関等に よ る発生予防、 支援のための 連携体制を整備する。 

(= 後 5 年間の目標 ) 
口 乳児健診 樹多 児など生後 4 か 月まで 金     寿。 

  " 。 """;" 舩 " 。 
浮 」 り巳 健康診査について、 休日健診の推進等により、 受診率のさらなる 向上を図るとともに、 

生後 4 か 月に達するまでに 新生児訪問や 乳児健診のいずれにも 接触のなかった 全乳児の状況 

を把握するため、 訪問調査を実施するなどの 対策を全市町村で 実施する。 

口育 l ' 一 
訪問による養育困難家庭を 支援する取組を 推進するため、 全市町村での 実施を目 指 " 。 

。 " 曲廊 " 瑚 "" @ISiJCT@@@ ， @@rp@C@fltt 
夜間休日における 連絡 丑 相談対応の確保、 中核市規模の 人口を有する 市での設置の 促進、 分 
室・支所の活用に よ る市田 琳士 支援体制の確保等を 図る。 

口 虐待対応のための 協力 畦 .@Sdtn@itninS sslSiffCT!@*             
児童虐待に覚する 医療的ケ ア の重要性にかんがみ、 地 或の医療機関との 協力、 連携体制の充 
実を図る。 

nw@@@-W@cWiW     道       目   ・                 

虐待を受けた 子どもと非行児童との 混合処遇の状況を 改善することや 非行児童に個別対応 

できる居室等の 改善を行 う 。 

( 平成 1 6 年度 ) ( 平成 21 年度 ) 

。 一 " 。 " 。 """ 5  Ⅱ；屯所 づ 』 呵 
( 都道府県に 2 か 所、 指定都市に「 か 所程度設置 ) 

地域に密着した 虐待、 非行などの相談・ 支援を行 う センターを整備する。   
軽度の情 % 都 章 害を有する子どもの 治療体制を整備するため、 情緒障害児短期治療施設の 全都 

道府県での設置を 目キぎ ，す 。 
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口 施設の小規模化 囲佳進 299 ；屯所 -+ 845@pJf 
( 児童養護施設等において「施設あ たり 1 か 所程度 

で小規模ケアを 実施 ) 

虐待を受けた 児童等に対して、 家庭的な環境の 中で養護を実施する 小規模グル - プ ケア '@5 
城山 親 木型 巳童 養護施設の整備を 着実に進める。 

(= 後 5 年間の目標 ) 
。 "" れ肪 。 一 " '" """"""" 

た 児童のうち   への委託率 
8 Ⅰ % Ⅱ 5 年度 ヰ ] 5% 

専門     
「 46  人 15 年度 ヰ 5  0C@ 人 

専門里親、 親族里親の活用のほか、 里親研修や里親養育相談の 実施、 里親の休息のために 一 

日朝 勺に 委託児童を児童養護施設等に 預かるレスパイト・ケアの 実施など、 里親に対する 支援を 

充実することで、 里親への委託児童数の 増加を図る。 

( 平成「 6 年度 ) ( 平成 2 1 年度 ) 

。 。 ;""" 。 "" 圃 ' 2.6 が 所 づ 60 が 所 

( 都道府県・指定都市に ] か 所程度で実施 ) 

義務教育終了後、 児童養護施設等を 退 所 した児童等の 社会的な自立を 促す援助を行 う 自立 援 
助 ホームの整備を 着実に進める。 

コ 虐待対策に関する 闘 稲   。 棲 。 
妊娠 時 よりの発生予防対策から、 親へのカウンセリンバなどの 支援に至るまでの 知見の集積、 
実践可能なプロバラム 及び専門職の 資質の向上のための 人材育成プロバラム 等の開発を集中 

的に実施する。 

口 学校等における 児童虐待防 @ に向けた取組に 関する調査研究 
児童虐待防止に 向けた取組に 関する調査研究、 分析を行い、 各学校 及 U 都道府県・市町村教 
育 委員会において 調査研究の成果を 活用する。 

目指すぺき社会の 姿 

今 児童虐待により 子どちが命を 落とすことがない 社会になる ( 児童虐待 

死 % 減を目 朽 ) 
ク 全国どこでも 養育困難家庭の 育児への不安や 負担感方陣秀成される 支援 

を受けられるようになる 

今 虐待を受けた 子どもが良好な 家庭的環境の 中で育まれるようになる 
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児童虐待の防止等に 関する法律の 一部を改正する 法律 ( 概要 ) 

「 児童虐待の定義の 見直し 

① 保護者以外の 同居人による 児童虐待と同様の 行為を保護者による ネバ レ 

クトの一類型として 児童虐待に含まれるものとすること。 

② 児童の目の前でドメスティック・バイオレンスが 行われること 等、 児童 

への被害が間接的なものについても 児童虐待に含まれるものとすること。 

l2  国及び地方公共団体の 責務の改 同 
の 児童虐待の予防及び 早期発見から 児童虐待を受けた 児童の自立の 支援ま 

で、 これらの各段階に 国及び地方公共団体の 責務があ ることを明記するも 

のとすること。 

② 国及び地方公共団体は、 児童虐待の防止に 寄与するよ う 、 関係者に研修 

等の必要な措置を 講ずるとともに、 児童虐待を受けた 児童のケア並びに 保 

護 者の指導及び 支援のあ り方その他必要な 事項について、 調査研究及び 検 

証を行うものとすること。 

l3  児童虐待に係る 通告義務の拡 因 
児童虐待を受けたと 思われる児童を 通告義務の対象とし、 現行法よりもその 

範囲を拡大するものとすること。 

l4  警察署長に対する 援助要請 制 
① 児童相談所長又は 都道府県知事は・ 児童の安全の 確認及び安全の 確保に 

万全を期する 観点から、 必要に応じ適切に、 警察署長に対し 援助を求めな 

ければならないものとすること。 

② ①の援助を求められた 警察署長は、 必要と認めるときは、 速やかに、 所 

属の警察官に、 必要な措置を 講じさせるよ う 努めなければならないものと 

すること。 

l5  面会・通信制限規定の 葉 周 
保護者の同意に 基づく施設入所等の 措置が行われている 場合についても、 児 

童との面会・ 通信を制限できることを 意図した規定を 整備するものとすること。 

l6  児童虐待を受けた 児童等に対する 支鬨 
児童虐待を受けたために 学業が遅れた 児童への施策、 進学，就職の 際の支援 

を規定するものとすること。 

7  施行期日 

この法律は、 平成 1 6 年 1 0 月 1 日から施行するものとすること。 
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児童福祉法の 一部を改正する 法律 ( 概要 ) 

次世代育成支援対策を 推進するため、 の児童虐待防止対策等の 充 

I 児童虐待防止対策等の 充実，強化 
0  児童相談に関する 体制の充実 ( 平成 1 7 年 4 月施行 ) 
0  児童福祉施設・ 里親等の見直し ( 平成「 7 年「 月 施行 ) 
0  保護を要する 児童に関する 司法関与の強化 ( 平成 1 7 年 4 月施行 ) 

湘談 体制 ] 牒 護を要する児童に 対する 支掛 

早期発見を促進。 

し 、 児童の状況を 的確に把握。 

都道府県 ( 児童相談所 ) 
0 専門性の高い 困難事例への 対応・ 
市町村の後方支援に 役割を重点化 

ついて、 家庭裁判 M が関与する仕組みの 導入 

Ⅱ 新たな小児慢性特定疾患対策の 確立 
0  長期にわたり 療養の必要な 慢性疾患にかかっている 児童に対する 医療の 
給付等の事業を 創設。 ( 平成「 7 年 4 月施行 ) 

Ⅲ その他 
① 保育 料 収納事務の私人委託 ( 平成「 7 年 4 月施行 ) 
② 児童売買等に 関する国民国外犯処罰規定 ( 関連条約の発効日に 施行 ) 
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次世代育成支援対策を 推進するため、 児童虐待防止対策等の 充実，強化、 
新たな小児慢性特定疾患対策の 確立等の措置を 講じる。 

Ⅰ 児童唐     土         の     ・   化 

(1) 児童相談に関する 体制の充実 
①児童相談に 関し市町村が 担 う 役割を法律上明確化するとともに、 児童相 
談所の役割を 要保護性の高 い 困難な事例への 対応や市町村に 対する後 
方支援に重点化すること。 
②地方公共団体に 要保護児童の 状況の把握や 情報交換を行 う ための協議 
会を設置できることとするとともに、 協議会参加者の 守秘義務、 支援内 
容を一元的に 把握する機関の 選定等、 その運営に関し 必要な規定を 整備 
すること。 
③政令で定める 市は児童相談所を 設置できることとすること。 
④児童福祉司の 任用資格要件の 見直しを行うこと。 
⑤新任児童相談所長に 対する研修を 義務化すること。 

(2) 児童福祉施設、 里親等の見直し 
①乳児院及び 児童養護施設の 入所児童に関する 年齢要件を見直すこと。 
②受託児童の 監護、 教育及び懲戒に 関する里親の 権 限を明確化すること。 
③児童福祉施設及び 児童自立生活援助事業 ( 自立援助ホーム ) の業務とし 
て、 過所した児童に 対する相談その 他の援助を位置付けること。 

(3) 要 保護児童に関する 司法関与の見直し 
①家庭裁判所の 承認を得て行 う 児童福祉施設への 入所措置について 有期 
限 化すること。 
②児童の保護者に 対して児童相談所が 行 う 指導措置について、 家庭裁判所 
が関与する仕組みを 導入すること。 
③児童相談所長の 親権 喪失請求権 を 18 歳以上の未成年者まで 拡大するこ 
と。 
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2    たな小児一     定疾患対策の 確立 

(1) 事業の概要 
慢性疾患にかかっていることにより 長期にわたり 療養の必要な 児童等に 
対する都道府県による 医療の給付等の 事業を実施すること。 
(2) 対象疾患及び 対象患者の見直し 
重症患者に重点化するとともに、 医学的知見に 基づく対象疾患の 追加・ 
除外をすること。 (1 0 疾患群 づ l ,H 疾患㈱ 

(3) 対象年齢の延長 
1 8 歳到達後 20 歳到達までの 給付についても 対象とすること。 

(4) 補助規定 
木事業に係る 国の補助等を 規定すること。 
(5) 費用徴収 
低所得者層に 配慮しっ っ 、 無理のない範囲の 自己負担を導入すること。 

三 "" 
の 保有料収納事務の 私人への委託を 認めること。 
②児童売買等について 国民国外犯の 処罰を求める 児童の権 利条約選択議定書 
を締結するため ，所要の規定を 整備すること。 

4  施時 

1 1) ( ③を除く ), 1 (3L, 2 、 3 ①については、 平成 1 7 年 4 月「 日 
1 (1) ③については、 平成 1 8 年 4 月 1 日 
1 (2) ( ①を除く ) については、 平成 1 7 年「 月 ] 日 
1 (2) ①については、 公布目 
3 ②については、 関連条約の発効日 
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「児童虐待の 防止等に関する 専門委員会」報告 害 ( 平成 ] 5 年 6 月 ) ( 抜粋 ) 

取り組みの方向性 

0 虐待を受けた 子どもは複雑なトラウマを 抱えており、 精神医学的な 介入が必要な 子 

どもが多い。 このため、 こうした子どもに 的確に対応できる 医療環境の整備が 必要 

であ る。 

0 虐待を受けた 経験のあ る、 あ るいは精神疾患を 抱えている保護者に 対しては、 地域 

の医療機関による 一層の専門的な 支援が必要であ る。 

0 また、 その他の医療関係者に 対する教育・ 研修の充実を 図るとともに、 小児科医と 

精神科医の連携強化を 図ることが重要であ る。 

@ 体 的な取り組みに 関する意見・ 提制 

0 小児科医と精神科医との 連携強化を図ることが 必要であ る。 

0 地域に児童精神科の 専門医が少ない 現状および低年齢児への 対応の必要性を 踏まえ、 

小児科医の研修等が 必要であ る。 

0 治療のための 医療関係者の 人材養成及 び 医療対応システムの 開発が必要であ る。 

0 虐待をしてしまう 保護者の心の 問題は、 これまで一般の 精神科医が十分には 対応し 

てこなかった 問題であ る。 さらなる知見の 集積と治療技術の 向上のための 研究とそ 

れに基づいた 卒後研修が必要であ る。 

0 虐待のケースへの 係 わりは、 非常に多くの 時間を費やさなければならず、 この点を 

考慮にいれ、 医療機関の対応を 促す対策が必要であ る。 

回 
0 医療対応システムに 関する研究に 取り組むことが 必要であ る。 

0 都道府県レベルでの 拠点医療機関の 設置を検討することが 必要であ る。 

0 児童 ( 小児 ) 精神科医の充実を 図ることが必要であ る。 
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